
様式２（※各部局作成）

令和７年度　総務部当初予算（一般会計）要求の概要

（単位：千円）

区　　　分 ７年度当初要求額 ６年度当初予算額 増 減 額 増減率

事 業 費 180,543,669 172,995,259 7,548,410 4.4% 

○　要求のポイント　　

　１　元気

　　【基本方針】

　２　未来創造

　　【基本方針】

（１）人材確保・育成

人手不足が深刻化する中で、県民の生活を支える県庁においても、人材の確保・育成と業務効率の向上を推進します。

職員一人ひとりがその能力を最大限に発揮できるよう、県庁舎における執務環境を刷新し、職員人材の確保・育成に寄

与する、効率的かつ多様で質の高い働き方を実現します。

（１）ＤＸ・先端技術

県民が広くデジタルによる恩恵を受けられるよう県及び市町村行政のデジタル化を推進するほか、多様で質の高い教育機

会を確保するため、私立学校等の個性豊かで特色ある教育の充実と保護者負担の軽減を図ります。

人口減少社会の中、限られた人員体制で行政サービスを維持・向上させるため、ＩＣＴツールの活用等により業務改善

を推進するとともに、市町村のデジタル人材確保の取組を支援します。

（２）教育

私立学校を運営する学校法人に対する運営費の助成や企業と連携したキャリア教育の支援等を実施するほか、私立学校

に通う児童生徒の教育費負担軽減のための経済的支援を実施します。

令和７年度 総務部当初予算(一般会計）要求に対するご意見をお寄せください。

ｅ－ｍａｉｌ：a11100@pref.oita.lg.jp（総務部行政企画課）

mailto:a11100@pref.oita.lg.jp


様式３（※各部局作成）

令和７年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

（部局名：総務部） （単位：千円）

事 業 名
７年度

当初要求額
６年度

当初予算額
事 業 概 要 所 管 課

1 オフィス改革推進事業 346,126 0

大分県庁を支える職員人材の確保・育成を図るとともに、効率的かつ多様で質の
高い働き方を実現するため、県庁舎における執務環境の改善に向けた新たなルール
の作成や環境整備を実施する。 行政企画課

2 デジタル行革推進事業 46,288 0

人口減少社会の中、限られた人員体制で行政サービスを維持・向上させるため、
ＩＣＴツールを活用した業務改善に取り組む環境を整備する。

電子自治体推進課

3 私学振興費 3,878,336 3,878,336

私立学校の教育条件の向上と経営の健全性確保等を図るため、学校法人等に対し
運営費を助成する。

学事・私学振興課

4
未来を拓く私立学校キャリア
教育サポート事業

22,735 0

私立学校に通う生徒の就職のミスマッチによる早期離職防止や私立学校における
理工系人材の育成にかかる特色ある教育を推進するため、キャリア教育の充実に取
り組む私立学校を支援する。 学事・私学振興課

※ 　　は「新規事業」、     は「新しいおおいた共創枠事業」
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様式４（※各部局作成）

令和７年度　当初予算（一般会計）要求における主な廃止事業

（部局名：総務部） （単位：千円）

所 管 課 事 業 名 廃 止 理 由
６年度

当初予算額

1 電子自治体推進課 財務会計システム運営事業

・
・

平成２４年度から令和６年度までの事業として実施
財務総合システムに統合されたため廃止

29,433

2 電子自治体推進課
ＩＣＴ活用業務効率化推進事
業

・
・

令和元～６年度の６か年事業として実施
行財政改革推進計画２０２４の取組として、「デジタル行革推進事業」に組み替え
て要求 20,513

3 電子自治体推進課
マイナンバーカード利活用推
進事業

・
・

令和４～６年度の３か年事業として実施
マイナンバーカードの申請率向上や利用機会の拡大など、所期の目的を達成したた
め廃止 9,469

4 学事・私学振興課
私立学校就職・早期離職防止
支援事業

・
・

令和４～６年度の３か年事業として実施
「私立学校理工系人材育成支援事業」と統合し、キャリア教育の強化を図る「未来
を拓く私立学校キャリア教育サポート事業」に組み替えて要求 7,548

5 学事・私学振興課
私立学校理工系人材育成支援
事業

・
・

令和４～６年度の３か年事業として実施
「私立学校就職・早期離職防止支援事業」と統合し、キャリア教育の強化を図る
「未来を拓く私立学校キャリア教育サポート事業」に組み替えて要求 7,760


